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おわりに
はじめに
イラン・イスラム共和国 (以下イランと略す)は世界有数の石油輸出国と
して, また拡大するイスラム教の宗主国としてエネルギーや政治の国際舞台
においては看過できない国である。
イスラム革命から14年,イラン・イラク戦争終結から5年を経過 した現在,
イラン国内では経済問題が政治的にも重要な鍵となっている。現在のところ,
市場を重視 した穏健派が経済運営の主導権を握っているが,近年の高いイン
フレ率と外貨不足,原油収入の低下など経済不振を理由に先々予断を許さな
* 筆者は国際協力事業団 (JICA)「イランイスラム共和国エネルギー計画調査」に参画
した。本稿はその際の知見をもとに執筆 しているが,ここに述べられている見解やあり
うべく誤謬は筆者に帰せられるものであり,JICAではない。こうした調査の機会を得た
こと,そして本稿の公表に快諾してくれたJICAに対して感謝する次第である。
また,本文中で年度を示す際に西暦を用いているが,オリジナルデータではイスラム暦
(西暦621年が元年)である。さらに,原典がペルシャ語によるものは英文に翻訳して
参考文献に記載している。
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い。これまで,原油の輸出によって外貨を稼ぎ,それが経済成長の牽引車と
なって来たが,低迷する原油価格や増勢する国内需要のために輸出余力は失
われ,状況は変わりつつある。
本稿では,こうしたイランの現況を投影 したエネルギーとマクロ経済の相
互依存作用を組み込んだモデル開発とそのシミュレーションを紹介する。そ
して,これを用いて,今後のエネルギー政策へのインプ リケーションを探る
ことを目的としている。
1.イランの経済とエネルギー
1.1 経済状況
過去約 20年間を通 じて,イラン経済は大きな変動を見た。この背景には,
二度の石油危機,1979年のイスラム革命,さらに1981年から6年半にわたる
イラン・イラク戦争などがある。産油国であるイランにとって石油危機は経
済ブームになりえたはずであるが,革命という混乱により国内経済は必ずし
もその恩恵を受けたわけではなかった。また,それに続 く長期に渡る戦争も
この国の経済発展を損なってきたのは否めない。
実質国内総生産は1976年をピークにして,その後の革命に伴う政治的な混
乱によって国内投資や原油生産が低迷 し,1981年まで大きなマイナス成長を
辿った (図1参照)。 そして,80年代半ばまではイラン・イラク戦争のさ中で
あったものの,原油生産の回復から経済は反転 した。しかし,1986年の原油
価格の大幅下落から再び石油収入が著 しく減少し,経済はまたしてもマイナ
ス成長となった。その後の数年はプラスの成長をみるが,近年は,外貨の不
足と為替レー トの市場運動化から国内物価の高騰を招き,実質経済成長率は
マイナスを示 している。
イランの経済規模を概観すれば次のようになる。1990年の名目GDPは
366兆リアル,これを同年の公定為替レートに近い215リアル/ドルという値
で除すれば1700億ドルになる。日本の同年のそれは2兆9千万ドルであった
から, 日本の約6%に相当する。これを人口5,640万人で除して,一人当た
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りGDPを求めると,それは3千万 ドルということになる(同年の日本のそれ
は2万3千ドル)。 この水準は,明らかに途上国のそれではなく中進国のそれ
である1)。
ただし,上記で用いた為替レー トは市場を反映していない。市場に委ね変
動相場制となった1993年の交換レートは約 1600リアル/ドルである。これを
用いれば一人当たりGDPは5百ドル程度になり,途上国の範疇に入ってし
まう。
イランの経済成長は石油輸出に依存している。総輸出金額に占める石油輸
出の割合は90%に達し,GDPに占める割合は1割強である。
1)ここでの為替レー トは石油輸出金額のドル建て, リアル建てデータから求めた。統計
によっては,120リアル/ドルのレートを用いて一人当たりGDPが8千ドルとしている
ものもある。
???
???
???
???
??
1975              1980             1985
図l GDPとエネルギー
central Bank Of lran. ``Annual Review''
JICA「イランのエネルギ ・ーバランス表」
GDP 一次エネルギー
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1.2 エネルギー供給
イランは世界でも有数のエネルギー資源保有国である。1991年末の石油お
よび天然ガスの資源保有量は,順に929億バレル,600兆立方フィー トで,
各々世界第3位,第2位を誇っている。また,その生産量は石油 12億53百
万バレル,天然ガス7810億立方フィー トで,順に同年の世界の供給量の6%,
1%を占める2)。
一次エネルギーベースの総生産量は原油換算 1,635百万バレル (1990年,
以下同じ),輸出量は同949百万バレル,輸入量は同46百万バレルである。
エネルギー輸出のほぼ全量が原油と石油製品であるが,これによって173億
ドルを海外から調達 している。この輸出額はGDPの11%を占めている3)。
一方,国内へのエネルギー供給をみると,1990年の一次エネルギー国内需
要は原油換算 510百万バレルであり,日本の15%に相当する。エネルギー源
別構成は,石油が過半の68%,天然ガス23%,水力2%,石炭などの個体燃
料が1%である。また,非商業用エネルギーが全体の1%弱を占めている。
1.3 エネルギー需要
既に述べたように,1990年の一次エネルギー国内需要は原油換算510百万
バレルである。一次エネルギーの約76%が最終需要エネルギー需要に費やさ
れ,残りの24%は電力や石油精製の転換部門での消費やロスとなる。
最終エネルギー需要の電力化率は未だ7.3%であるものの,一次エネル
ギー国内需要に占める電力化率(電力への投入エネルギー/一次エネルギー国
内需要)は21.0%である。これは,効率の悪い電力供給が行われている為で
ある。発電効率は全国平均で33%前後,所内分や送配電損失によるロス率は
20%近い。
最終エネルギー需要の需要部門別内訳は民生部門が全体の37%を占め,次
いで産業26%,輸送部門23%,農業部門7%となる。イランの主要産業がエ
2)BP(1992)
3)国際協力事業団 (1993)
以下のエネルギー需要等に用いる数字は,総てこれに依っている。
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ネルギー産業,農業および商業であることを考慮すれば,こうした構成は不
思議ではない。
70年代,80年代を通じたエネルギー需要の推移をみると,イスラム革命の
前後で多少の停滞があったものの,一貫 して大きな伸びを示 してきた。経済
活動は大きな振幅を示 し,未だに実質国民所得は1976年のピーク水準を越え
ていない。ところが,国内エネルギー需要規模は1990年には1976年の2倍
を越え,近年もその増勢を辿っている (図2参照)。
こうした背景には, 自動車を中心とした輸送用燃料の飛躍的な拡大,家庭
や業務部門で見られるような電化率の進展に伴う電力需要の増大, さらには
政策的にエネルギー価格水準を低位に据え置いてきたことがある。1980年か
ら1990年の間で,消費者物価は4.7倍(年率 16.7%)の値上がりを示 してい
原油換算百万パレル
???
???
???
???
???
‐??
1970 1975             1980             1985
図2 -次エネルギーの部門別需要
(注)図中の数値は,一次エネルギー需要に占める割合%
産業部門には,農業および非エネルギーも加えている。
(資料)JICA「イランのエネルギ ・ー バランス表」
1990
目 転換 国 産業 国 民生 □ 輸送
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るのに対 して,ガソリンは1.7倍,電力は1.9倍の値上げに留まっている。
それゆえ,この間に両者の実質価格は,それぞれ年率-9.8%,-7.9%という
値下げをみたことになる。
1980年代のGDPと一次エネルギー需要の弾性値は4.8であり,エネル
ギーのGDP原単位は,年率8.2%上昇 している。近年のように経済が低迷 し
ている中にあっても,エネルギー需要は着々と増加し続けている。この国内
エネルギー需要の増加傾向は,将来の政策運営の大きな懸案材料になってい
る。
1.4 エネルギー政策課題
これまで経済は石油輸出という外需に依って牽引されてきた。 しかし,現
在は国内のエネルギー需要が増大することによって,輸出に回す原油の確保
が制限される。原油の増産政策を採れば良いのだが,そのためには大きな投
資が必要になり,必要な投資財は海外から調達せざるを得ない。そこで外資
が必要になるものの,国際的な原油市場の軟化やこれまでの固定為替制度4)
によるリアル高から外貨不足の状況にある。
原油輸出を維持するために,増勢する国内エネルギー需要の抑制が緊急課
題 となっている。そこで,いかに省エネルギーを進めるかが検討されるべき
政策となる。これまで,低価格で据え置きしてきたエネルギー価格の値上げ
は真っ先に議題に上がる政策手段である。例えば,国内の原油処理能力の不
足のために一部輸入で賄ってきた石油製品をみると,輸入の際には当然なが
ら国際価格で購入するが,それを国内で販売する際には国際価格の4分の一
という安価な国内価格が適用される。この差額は政府および国営イラン石油
4)これまで,為替レー トは①イラン中央銀行の取引に適用される政府公式変動レー ト,
②競争輸入財を対象とする「競争レー ト」,③補助金的色彩がある生活基礎資材の輸入に
適用される「固定レー ト」,④自由(ヤミ)市場のレー トと4つが存在していた。1991年
の段階で1ドルとの換算レー トは①は約1400リアル,②は600リアル,③は70リアル,
④は1400リアル以上であった。このような複数の為替レー トは1993年に廃止され①と
④が残った。両者はともに市場を反映し,リアル安が続いている。EIU(1991,b),p.15
イランの「エネルギー。経済モデル」の開発と政策評価 209
会社が補助してきた。
また,イランの原油生産コス トはバレルあたり5ドルと言われる。精製コ
ス トを加味 しないままでも,現状の石油製品販売価格ではこの原油生産コス
トすら賄いされない水準にある。
2.「エネルギ ・ー経済モデル」の開発
増大する国内エネルギー需要と輸出余力の減少という状況の中で,政策の
中心課題はいかに国内需要を賄い,輸出を確保するかである。それを検討す
るツールとして次のようなエネルギー・経済モデルを構築した。
2.1 モデルの コンセプ トと体系
モデルに要求される基本的な仕様は,次の二つとした。それらは,①マク
ロ経済とエネルギー需給の相互依存関係がシミュレートできること,②主要
なエネルギー政策手段の影響評価が可能なこと,である。
モデルのタイプは,時系列データを用いた計量経済型シミュレーション・
モデルである。モデル全体は①マクロ経済,②エネルギー需給,③環境影響
という3つのセクターから構成されている (図3参照)。
マクロ経済セクターのモデルは,ケインズ型を旨とし需要サイドを中心に
構成されている。これは,国内総支出 (GDE=GDP)の実質。名目。価格ブ
ロックと雇用や生産ブロックから構成される。世界経済や政府支出 (政府投
資を合む),為替レート,人口などが主たる外生変数となる5)。
エネルギー需給セクターのモデルは,エネルギー 。バランス表を基にマク
ロ経済の変数と絡ませて需要関数を組み立てている。需要関数は,産業 (10
産業)・民生 (家庭・業務)。輸送・農業・非エネルギーという5つの部門ご
とに推計されている。また個々のエネルギー源への分割は,次のような手順
を踏む。最初に電力と燃料 (非電力)とに分けて需要関数が組まれる。次い
5)途上国の経済モデルについては,今川 (1980)を参照。
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【マクロ経済】
①実質GDPコンポーネント
②デフレータ ・ー価格指数
③名目GDPコンポーネント
・民間最終消費
・民間投資
・輸出 ・輸入
。産業別付加価値
・就業者数
・失業率
。CP1/WPI   他
[エネルギー価格]
(注) 内生変数 外生変数
図3 エネルギー 。経済モデルのフロー
で,燃料の内訳となる石油やガスといった分割にはシェア関数を用いて推計
する。これは燃料間の競合関係を表現するためである6)。
こうして推計された値を集計して最終エネルギー需要計が求まり,転換部
門での消費や転換ロス等を加味した上で一次エネルギー国内需要が求められ
る。国内エネルギー価格,原油生産量,天然ガス生産量などが主たる外生変
数である。
さらに,環境影響セクターでは,エネルギー消費量に対応した環境負荷が
【環境影響】
?
??
?
?
?
?
《経済政策》
・政府支出
・為替レート
他
《世界経済》
。世界貿易
。原油価格
・工業品輸出
価格指数
。人口 。世帯数
《環境政策〉
例えば炭素税
導入など
《エネルギ 政ー策》
。国内エネルギー 価格
。原油生産量
。電源構成 など
排出原単位
[活動水準 。物価など][エネルギー輸出量]
①最終エネルギー需給
。産業部門
。民生部門
。輸送部門
・他
②エネルギー転換部門
・電気事業者
・石油精製
・他
③一次エネルギー供給
。エネルギー輸入
。エネルギー輸出
。一次国内需要
【エネルギー
6)途上国向け工不ルギーモデルを比較 したものにIIASA(1991)がある。
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計算される。具体的にはSOx,NOx,C02の排出量を算定している。この計算
は,エネルギー源別の消費量に汚染物質の排出原単位を乗ずることによって
求められる。
マクロ経済モデルとエネルギー需給モデルとの相互依存作用は,①エネル
ギー輸出と②国内エネルギー価格を通じてなされる。つまり,エネルギー輸
出量はその生産量と国内需要の差として計算され,これに国際エネルギー価
格を乗じたものがエネルギー輸出額としてマクロ経済モデルのGDPに反映
される。また,国内エネルギー価格は国内物価変動の一要素として考慮され
る。それゆえ,エネルギー価格の引き上げは国内エネルギー需要の抑制を通
じて石油輸出余力の増大をもたらすものの,一方,国内物価の上昇を引き起
こし実質購買力の低下をも招来する。
計算は国内エネルギー需給やマクロの経済諸変数が最終的に収束するまで
行われ,それがモデル全体の均衡解となる。
2.2 データ
① マクロ経済
マクロ経済モデル構築のためのデータは,基本的にはイラン中央銀行(Cen―
tral Bank of lran)が発行している『年次報告』を用いている7)。 しかし,
途上国や中進国スタディの共通の問題点ではあるが,デー タの一貫性や統計
書に計上されているデータ範囲のバラツキといった問題から,幾つかの過去
推計も同時に行った。データ収集には計画予算庁 (PBO:Plan and Budget
Organization)所轄の計画。開発調査研究所 (IRPD:Institute fOr Reseach
in Planning and Deve10pment)スタッフの協力を得た。
② エネルギー
また,エネルギ ・ーデータは国際協力事業団 (JICA)の「イラン・イスラ
ム共和国エネルギー計画調査」によって作成されたJICA版「エネルギ ・ーバ
ランス表」を用いている8)。 これは次の理由からである。
7)CBI(1991)
8)国際協力事業団 (1993)
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イランにもエネルギー省(MOE:Ministry of Energy)発行のエネルギー。
バランス表に関 した統計書は存在する9)。 しかし,その表には次のような問題
点が存在 しているため,本モデルのデータベースとしては採用していない。
問題点の第一は,表そのものがかなり簡易なために需要の推計を行うには
適 していないことである。例えば,産業部門は全ての製造業をひとまとめに
して計上 しているし,民生部門も家庭用と業務用との区分がされていない。
第二の問題は,エネルギー源別に投入や消費の行方を追って行 くと,数字の
辻棲が合わず,マトリックスの整合性に問題が生じてくることである。さら
に第二のそれは,マクロ経済モデルとの接合に必要な原油の輸出や石油製品
輸入量が明記されていないことである。
そこで,こうした問題点を解決するためにJICA版のエネルギ ・ーバランス
表が作成されている。この表は,前述のエネルギー省版エネルギー・バラン
ス表を土台とし,国営イラン石油会社の年次報告やIRPDが推計 した家庭用
エネルギー消費データ,モハマ ド博士の産業別エネルギー消費の推計データ
などを加味した上で,エネルギ ・ーバランスが再構成されている。JICA版の
表では,国内生産や輸出 。輸入 。国内需要といった一次エネルギーの値から
詳細な最終エネルギー需要に至るまで,国際規格に準 じた形で整合的なエネ
ルギー・バランスが読めるようになっている。
③ 環境影響
NOx,SOx,C02に関する排出量データは公表されていない。それゆえ,過
去実績をも合めて筆者推計 となった。SOx,NOxに関するエネルギー源別排出
原単位は科学技術庁の『アジアのエネルギー利用と地球環境』を参考にし,
C02のそれに関 しては,エドモンド=ライリ ・ーモデルで採用されている値を
用いている10)。
2.3 テスト
以上のデータを用いて前述のモデルが構築された。モデルの規模は,内生
9)?10E(1991)
10)科学技術庁 (1992)
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変数 127,外生変数54,推計式や定義式の数が127本というコンパクトなも
のである。モデルの適合度を過去 10年間の最終テス トで測ると,平均誤差は
GDPでみて5%,一次エネルギー需要で4%,C02排出量で4%となってい
る (図4参照)。 モデルのパフォーマンスはおおむね良好と言えよう。
GDP                一次エネルギー
10億リアル
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1970     1975      1980      1985      19901970   1975       1980      1985       1990
最終エネルギー需要 C02排出量
百万t―C
???
???
???
???
??
70
60
50
40
30
20
10
1970      1975      1980      1985      19901970    1975      1980      1985      1990
図4 モデルの最終テス ト
3.シミュレーション
3.1 ケースの設定
エネルギー政策を検討するために,上記のモデルを用いていくつかの将来
シミュレーションを行った。設定されたケースは,次の3つである。
実績 テスト
実績 テス ト 実績 テスト
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第一のケースは「基準ケース」である。これは他のケース結果との相違を
知るためのベースとなる。前提 とする外生は「明日の世界は昨日までのそれ
とほぼ同じ」という,いわゆる「ビジネス・アズ 。ユージュアル」のケース
で,過去の トレンドを重視 したものとなっている。エネルギー政策上の重要
な前提は,原油生産量は現状より若千増えて1995年に400万バレル/日,2000
年に450万バレル/日 (1993年現在は約380万バレル/日)とした。450万バ
レルの水準は,現行政府が目標としている量である。また,国内エネルギー
価格は年率5%程度の上昇を仮定している。
第二のケースは「原油増産ケース」で,原油生産量を基準ケースよりも増
量するという前提に立つ。具体的には,1995年および2000年の原油生産量を
「基準ケース」よりそれぞれ50万バレルほど引き上げ,順に450万バレル,
500万バレル/日としている。国内エネルギー価格の水準は「基準ケース」と
同じである。
第二のケースは「値上げケース」として,国内エネルギー価格を年率17.5%
ほど上昇させる。この値上げ率に従えば,10年後には現状のほぼ5倍という
値上げ幅となるが,これは非現実的な政策ではない。タイミングこそ明確に
はしていないが,イランの政府内部でも国内エネルギー価格を5倍～10倍に
値上げする政策が検討されているという観測がある。また,近年の年率20%
強の高いインフレ下にあっては,この程度の国内エネルギー価格の上昇でも
実質値下げになることも想定される。
この他にもシミュレーションの前提となる外生変数が存在する。その主要
なものは表1に不している。
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項 目 単位
実績
1990年
前提:2000年
基準ケース 原油増産ケース 値上げケース
?
? 世界貿易
原油価格
loηuss
$/bbl
2,934
20 1
3,943(3.0)
25.0( 0.2)
同左
同左
同左
同左
?
?
?
?
実質政府支出
為替レー ト
資本ストック
付加価値構成 %
10 9Rial
R/$
10 9Rial
1,337
215
17.953
1,337(0.0)
2,000(25.0)
19,831( 1.0)
1990と同じ
同左
同左
同左
同左
同左
同左
同左
同左
?
?
?
?
ー
?
?
原油生産量
天然ガス生産
ガソリン価格
灯油価格
電気料金
ガス料金
電力普及率
MB/d
MBOE
Ria1/1
Ria1/1
Ria1/kWh
Ria1/m3
%
3.3
401.6
50.0
15.0
5.3
8.0
77.0
4.5(3.3)
753.9( 6 5)
81.4(5.0)
24.4(5.0)
8.6(5.0)
13.0(5.0)
88.5( 1.4)
50(4.4)
同左
同左
同左
同左
同左
同左
4.5(33)
同左
250.8(17.5)
75.2(17.5)
26.6(17.5)
40.1(17.5)
同左
他
人口
世帯数
103
103
56,401
10,641
75,798( 3.0)
4,301( 3.0)
同左
同左
同左
同左
注1)エネルギー価格は総て市場価格
2)MBOEはMilliOn Barre1 0il Equibarent(原油換算百万パレル)の略。MB/dは百万バレル/日。
3)為替レー トは1990年代に入り市場への運動を進めており,1993年にはほぼ完全に自由化されるに
至った。同年央の値は1600Ria1/Sであり,前提にはこれを織り込んでいる。
4)付加価値構成は製造業内の各産業付加価値を求めるための前提となる。
5)( )内は1990年からの年平均増減率%
3.2 シミュレーション結果
こうした前提のもとに各ケースをシミュレーションすると次のような結果
が得られた (表2,および図5参照)。
まず,「基準ケース」を見てみよう。2000年までの実質GDP成長率は年平
均 4.8%で増加 し,2000年のGDPは1990年比 1.6倍の17兆5千億 リアル
になると想定された。 しかし, これも90年代を前半。後半と分ければ,高い
インフレ下にある現在から1995年までの成長率が3.4%で,後半の5年間は
それよりも高 く6.2%と見込まれている。
このケースの一次エネルギー供給量は年率6.9%増加して,1990年の5億
1千万バレル (原油換算)が2000年には9億9500万バレル (同)となる。
項目 単位
実績
1990年
想定結果:2000年
基準ケース 原油増産ケース 値上げケース
?
?
?
?
?
実質GDP
′ 民間消費
′ 設備投資
′ 輸出合計
(内石油)
′ 輸入
GDPデフレー タ
CPI
10 9Rial
同上
同上
同上
同上
同上
1982=100
同上
10,930
7,564
1,379
2,553
2,098
1,274
335
320
17,468( 4 8)
13,477( 5 9)
1,538( 1.1)
3,620( 3.6)
2,865( 3.2)
1,857( 4.0)
5,883(33.2)
2,735(23.9)
17,932(5.1)
13,524( 6.0)
1,633( 1 7)
4,011(4.6)
3,256( 4.5)
1,946(4.3)
5,707(32 8)
2,708(23 8)
17,187( 4.6)
13,090( 5.6)
1,460( 0.6)
3,763( 4.0)
3,005( 3.7)
1,835(3.7)
6,541(34.6)
2,986(25.0)
?
?
?
?
ー
一次エネ供給
(石油)
(天然ガス)
最終エネ消費計
産業部門
民生部門
輸送部門
石油
電力
天然ガス
MBOE
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
510.4
348.6
119.4
386.3
151.5
144.3
90.5
257.1
28.5
67.9
995.3(6.9)
668.7( 6.7)
270.3( 8.5)
764.4( 7.1)
261.2( 5.6)
283.5( 7.0)
219.7(9.3)
521.4( 7.3)
64.4( 8.5)
136.7( 7.2)
1,009.1(71)
682 3( 6 9)
270.5( 8.5)
776.2( 7.2)
2 2.8( 5.7)
286.7( 7.1)
226.7( 9.6)
5 2.5( 7.6)
65.0( 8.6)
136.8( 7.3)
932.9(6.2)
628.6(6.1)
2 0.0( 7.7)
7 5.7( 6.5)
240.5( 4.7)
268.0( 6.4)
217.2(9.2)
513.0( 7.2)
56.3( 7.0)
116.4(5.5)
?
?
?
C02
SOx
NOx
百万 t―C
千t
同上
62.5
2,039
335 1
120.7(6.8)
4,125( 7.3)
694 4( 7.6)
1225(70)
4,214(78)
706.6( 7.7)
120.7(6.8)
4,125(7.3)
694 4( 7 6)
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表2 シミュレーション結果
注1)実質は1982年価格
2)C02等の環境排出量の実績値は筆者による推定。
3)インフレ率が高いのは為替のリアルの影響で,すでに1990年初頭から高い状況にある。
4)( )内は1990年からの年平均増減率%
GDP弾性値は1.4である。最終エネルギご需要を部門別にみれば,産業部門
は5.6%(1990-2000の年平均増加率),民生部門は7.0%(同),輸送部門は
9.3%(同)で,輸送・民生の伸びが大きい。また,エネルギー源別にみれば,
電力8.5%(同),天然ガス7.2%(同),石油7.3%(同)の順に高い増加率
である。
次に「原油増産ケース」の実質GDP成長率は,「基準ケース」に比べて年
率0.3ポイント拡大して,年率5.1%となっている。2000年のGDP水準は
「基準ケース」の3%,金額にして5千億 リアル程高い。原油の増産は「石
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図5 シミュレーション結果
油輸出の拡大→GDPの拡大→国内石油需要の増大→石油輸出余力の減少」
という過程があるために,増産量がそのままGDPの拡大量となる訳ではな
い。本モデルでは,原油増産の実質GDP拡大に対する弾力性は0.27と推計
された。
さらに,「値上げケース」では,「基準ケース」に対して年率0.2ポイント
ほど実質GDP成長率を押し下げ,2000年までの成長率は年率4.6%となっ
ている。これは「国内エネルギー価格の値上げ→一般物価の上昇→実質購買
力の低下→GDPの押し下げ」というマイナスの効果をもたらすためである。
ただし,他方で「国内エネルギー価格の上昇→国内エネルギー消費の抑制→
石油輸出余力の増大→GDPの押し上げ」というプラスの効果も働いている
筈である。ところが,エネルギー需要の価格弾力性が所得弾力性に比べて小
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さいことから,値上げによる国内エネルギー需要の抑制効果は軽微である。
そのために,輸出余力の創出を期待して採用 した値上げは,結果的に経済成
長の低下をもたらすことにつながっている。
この「値上げケース」の結果を読むには,次のような留意も必要である。
エネルギー需要の長期的な価格弾力性は,マクロ的な推計では-0.8～-0.4
といった値が計測されるが(表3参照),モデルに組み込まれた個々の経済主
体による需要関数はそれとは異なっている。積み上げられた個々の需要関数
においては,価格変数に有意なパラメータが得られなかった推計式もある。
また,値上げによる収入増加がもたらすであろう「政府収入の増大→国内投
資への貫流」というルー トもモデル内では組み込まれていない。
こうした留保条件はあるものの,本モデルによれば国内エネルギー価格が
表3 マクロ推計による需要の弾力性
区分
エネルギー
価格弾力性 所得弾力性
短期
a
長期
a/1-c
短期
b
長期
b/1-c
石油
電力
ガ ス
-0.088
(-1.51)
-0.123
(-0.98)
-0.450
(-2.60)
-0.337
-0.932
-0.810
0.630
(3.09)
0.214
(1.56)
1.074
(2.36)
2.489
1.693
1.932
注1)推計は1979～1990年のデータを以下の関数型を用いて行った。
エネルギー需要(E)=PaホYb
in(E)=d+a ln(ェネルギー価格/CPI)+b in(GDP)+c in(E(-1))
2)エネルギー価格データは石油は灯油価格,電力は電力平均価格,
ガスは産業用ガス価格を用いた。
3)( )内はt値
もたらす実質GDP成長率への弾力性は-0.02程度ある。つまり,国内エネル
ギー価格上昇の成長率へのインパクトは極めて小さいものの,マイナスとし
て示された。
「値上げケース」のインパクトをエネルギー源別に見ると,天然ガスが最
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も敏感で次いで電力,石油となっている。石油需要は所得には敏感であるが,
価格に対 しては極めて鈍感である。これは,石油の最終エネルギー需要の半
分近 くが輸送用であること, しかも大量輸送手段としての鉄道は未発達でほ
とんどが自動車輸送に依存 しているという背景がある。
4.政策的インプ リケ…シ ョン
上でき見てきたシミュレーションによって,エネルギー政策に関するいく
つかの知見が得られる。それらは以下である。
4.1 エネルギー生産
原油輸出にGDPの1割以上を依存しているイランにあって,原油生産量
の増加が成長の鍵を握っている。原油生産の増加率が10%拡大すれば,GDP
は約3%増加することになる。継続的なエネルギー輸出を可能にする策は,
単に原油増産というものだけではない。それ以外に,国内石油精製能力の拡
大と国内エネルギー需要の天然ガス転換の推進という政策が考えられる。
国内の石油精製能力を現状レベルで据え置くことを前提とすれば,「基準
ケース」の石油製品輸入は1990年の12万バレル/日が2000年には80万バレ
ル/日に増大する。これは,国内での石油精製能力不足のために,原油は輸出
しながらも国内の石油製品需要を賄うために,海外から国際価格で製品を輸
入している姿である。現状でもそれは行われているが,国際価格で購入した
石油製品をその数分の一という安い価格で国内に販売し,その差額は政府が
補助している状況である。財政負担を考慮すればこれを将来的に継続するこ
とは,困難である。それゆえ,国内精製能力を増強し,製品輸入の抑制を図
る必要がある。加えて,長期的には原油輸出から付加価値の高い製品輸出ヘ
の転換を図る方向を模索すべきであろう。
また,国内の石油製品需要を天然ガスに転換してゆくことも,石油輸出の
維持につながる。そのためには,国内天然ガスの開発やパイプライン増設計
画の着実な推進が肝要となる。豊富な埋蔵量を誇る天然ガス資源の有効利用
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を考える時期になっている。
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4.2 エネルギー価格
経済の好不況に関わり無 く,近年国内のエネルギー需要は急増傾向を示 し,
将来的にも経済成長率以上の増加が見込まれている。この時,エネルギー価
格の引き上げが政策の一手段として検討される。
しかし,シミュレーション結果からみれば価格効果を過度に期待するのは
誤 りであろう。必需品的な性格を持つエネルギー需要の価格弾力性は小さい。
エネルギー価格の引き上げは原油輸出余力の増大にはつながるが,それ以上
に一般物価の上昇を引き上げて実質所得の減少という効果の方が大きい。そ
れゆえ,エネルギー価格の引き上げの目的が単に需要抑制にあるとしたら,
望ましい政策とは言えないだろう。
ただし,エネルギー価格の引き上げは次の意味で有効な政策として支持で
きよう。それは,価格を製造原価を反映 した水準にまで引き上げ,それに費
やされてきた補助金を削減する。これはエネルギー産業の自立を意図するも
のである。また,エネルギー価格の引き上げは,エネルギーの節約だけでな
く高率的な消費機器の技術開発を誘発する効果があることは論をまたない。
それゆえ,省エネルギーを目的とする政策としては, まずエネルギーの適
正な価格付けを行うこと。それと同時に,効率的な消費機器の普及推進策を
採る必要があろう。先進諸国で行われて来たような機器のラベ リングや効率
基準に関する設定,交通体系の見直し,啓蒙活動などがその具体策となる。
おわりに
これまで,イランでは国内のエネルギー政策はさして重要視されて来な
かった。これには,革命やイラン・イラク戦争後の経済体制の立て直しに忙
しかったという理由もあろうが,豊富なエネルギー資源を背景に国内のエネ
ルギー問題は電力網の整備というインフラ問題でしかなかった。ところが,
増大する国内エネルギー需要から原油輸出余力が懸念され,同時に世界的な
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原油価格の低迷によって,原油輸出を成長の牽引車にすることは困難な状況
に遭遇 している。
そこで,期待されるエネルギー政策としては原油輸出量の確保の方策や国
内エネルギー需要の抑制策となっている。原油輸出の確保のためには,製品
輸入を減少させるための精製装置の拡充や天然ガスヘの燃料転換などがあ
る。また,需要抑制のためには,コス ト水準までエネルギー価格を引き上げ
ることは当然ではあるが,価格弾力性が小さいことから,それ以上に体系立
てた省エネルギー政策の実行が望まれる。
こうしたインプ リケーションは,今回構築 した「エネルギ ・ー経済モデル」
のシミュレーション結果から得られたものである。 しかし,このモデルが完
全だとは言い切れない。データ制約は存在するが,改善されるべ くモデルの
課題は次のようになる。それらは,供給サイ ドを重視 したマクロ経済モデル
の構築,エネルギー価格の値上げによる増分収入の貫流ルーチンの組み込み,
である。
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